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第４章 

社会福祉法人の会計処理 
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Ⅰ 新たな会計基準の制定 

 

社会福祉法人の会計処理の基準については、「社会福祉法人会計基準」（平成２８年

厚生労働省令第７９号）が制定され、社会福祉法人の会計処理は省令に基づき行うこ

とになります。 

 

１ 社会福祉法人会計の基準（会計基準省令第１条） 

（１）社会福祉法人は、厚生労働省令第７９号（以下「会計基準省令」という。）で定

めるところに従い、会計処理を行い、会計帳簿、計算書類（以下、貸借対照表

及び収支計算書をいう。）その附属明細書及び財産目録を作成しなければなり

ません。 

（２）社会福祉法人は、会計基準省令に定めるもののほか、一般に公正妥当と認めら

れる社会福祉法人会計の慣行を斟酌しなければなりません。 

（３）省令の規定は、社会福祉法人が行う全ての事業に関する会計に適用されます。 

 

２ 会計原則（会計基準省令第２条） 

社会福祉法人は、次に掲げる原則に従って、会計処理を行い、計算書類及びその

附属明細書（以下、「計算関係書類」という。）並びに財産目録を作成しなければな

りません。 

（１）計算書類は、資金収支及び純資産の増減の状況並びに資産、負債及び純資産の

状態に関する真実な内容を明瞭に表示すること。 
（２）計算書類は、正規の簿記の原則に従って正しく記帳された会計帳簿に基づい

て作成すること。 

（３）採用する会計処理の原則及び手続並びに計算書類の表示方法については、毎

会計年度継続して適用し、みだりにこれを変更しないこと。 

（４）重要性の乏しいものについては、会計処理の原則及び手続並びに計算書類の

表示方法の適用に際して、本来の厳密な方法によらず、他の簡便な方法によ

ることができること。 

 

３ 会計帳簿の作成（会計基準省令第３条） 

（１）法第４５条の２４第１項の規定により社会福祉法人が作成すべき会計帳簿に

付すべき資産、負債及び純資産の価額その他会計帳簿の作成に関する事項に

ついては、以下のⅠ－４からⅠ－６によります。 

（２）会計帳簿は、書面又は電磁的記録をもって作成しなければなりません。 

 

４ 資産の評価（会計基準省令第４条） 

（１）資産については、次の（２）から（６）までの場合を除き、会計帳簿にその

取得価額を付さなければなりません。 

ただし、受贈又は交換によって取得した資産については、その取得時におけ
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る公正な評価額を付すものとします。 

（２）有形固定資産及び無形固定資産については、会計年度の末日（会計年度の末

日以外の日において評価すべき場合にあっては、その日。以下４の（３）から

（６）及び５の（２）おいて同じ。）において、相当の償却をしなければなりま

せん。 

（３）会計年度の末日における時価がその時の取得原価より著しく低い資産につい

ては、当該資産の時価がその時の取得原価まで回復すると認められる場合を除

き、時価を付さなければなりません。 

ただし、使用価値を算定することができる有形固定資産又は無形固定資産で

あって、当該資産の使用価値が時価を超えるものについては、取得価額から減価

償却累計額を控除した価額を超えない限りにおいて、使用価値を付することがで

きます。 

（４）受取手形、未収金、貸付金等の債権については、徴収不能のおそれがあると

きは、会計年度の末日においてその時に徴収することができないと見込まれる額

を控除しなければなりません。  

（５）満期保有目的の債券（満期まで所有する意図をもって保有する債券をいう。）

以外の有価証券のうち市場価格のあるものについては、会計年度の末日において

その時の時価を付さなければなりません。  

（６）棚卸資産については、会計年度の末日における時価がその時の取得原価より

低いときは、時価を付さなければなりません。  

 

５ 負債の評価（会計基準省令第５条） 

（１）負債については、次の（２）の場合を除き、会計帳簿に債務額を付さなけれ

ばなりません。 

（２）次に掲げるもののほか、引当金については、会計年度の末日において、将来の

費用の発生に備えて、その合理的な見積額のうち当該会計年度の負担に属する金

額を費用として繰り入れることにより計上した額を付さなければなりません。 

① 賞与引当金 

② 退職給付引当金 

③ 役員退職慰労引当金 

 

６ 純資産（会計基準省令第６条） 

（１）基本金には、社会福祉法人が事業開始等に当たって財源として受け入れた寄

附金の額を計上するものとします。 

（２）国庫補助金等特別積立金には、社会福祉法人が施設及び設備の整備のために

国、地方公共団体等から受領した補助金、助成金、交付金等（以下「国庫補助金

等」という。）の額を計上するものとします。 

（３）その他の積立金には、将来の特定の目的の費用又は損失の発生に備えるた

め、社会福祉法人が理事会の議決に基づき事業活動計算書の当期末繰越活動増減

差額から積立金として積み立てた額を計上するものとします。  
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７ 計算書類等（会計基準省令第７条の２、第３０条、第３１条） 

（１）社会福祉法人は、次に掲げるものを作成しなければなりません。 

① 各会計年度に係る次に掲げる貸借対照表  

ア 法人単位貸借対照表 

イ 貸借対照表内訳表 

ウ 事業区分貸借対照表内訳表 

エ 拠点区分貸借対照表  

② 各会計年度に係る次に掲げる収支計算書  

ア 次に掲げる資金収支計算書 

A 法人単位資金収支計算書 

B 資金収支内訳表 

C 事業区分資金収支内訳表 

D 拠点区分資金収支計算書 

イ 次に掲げる事業活動計算書 

A 法人単位事業活動計算書 

B 事業活動内訳表 

C 事業区分事業活動内訳表 

D 拠点区分事業活動計算書 

③ 各会計年度に係る計算書類の附属明細書 

④ 各会計年度に係る財産目録 

（２）社会福祉法人は、次に掲げる場合には、上記（１）の規定にかかわらず、当

該各号に定める計算書類の作成を省略することができます。  

① 事業区分（法第２条第１項に規定する社会福祉事業又は法第２６条第１項に

規定する公益事業若しくは収益事業の区分をいう。以下同じ。）が法第２条

第１項に規定する社会福祉事業のみである場合 

・貸借対照表内訳表 

・資金収支内訳表 

・事業活動内訳表 

② 拠点区分（社会福祉法人がその行う事業の会計管理の実態を勘案して設ける

区分をいう。以下同じ。）の数が一である場合 

・貸借対照表内訳表 

・事業区分貸借対照表内訳表 

・資金収支内訳表 

・事業区分資金収支内訳表 

・事業活動内訳表 

・事業区分事業活動内訳表 

③ 事業区分において拠点区分の数が一である場合 

・事業区分貸借対照表内訳表 

・事業区分資金収支内訳表 

・事業区分事業活動内訳表 
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８ 会計の区分（会計基準省令第１０条） 

（１）社会福祉法人は、計算書類の作成に関して、事業区分及び拠点区分を設けな

ければなりません。 

（２）拠点区分には、サービス区分（社会福祉法人がその行う事業の内容に応じて

設ける区分をいう。以下同じ。）を設けなければなりません。 

 

９ 内部取引（会計基準省令第１１条） 

社会福祉法人は、計算書類の作成に関して、内部取引の相殺消去をするものと

します。 

 

１０ 資金収支計算書の内容（会計基準省令第１２条） 

資金収支計算書は、当該会計年度における全ての支払資金の増加及び減少の

状況を明瞭に表示するものでなければなりません。 

 

１１ 資金収支計算書の資金の範囲（会計基準省令第１３条） 

支払資金は、流動資産及び流動負債（経常的な取引以外の取引によって生じ

た債権又は債務のうち貸借対照表日の翌日から起算して１年以内に入金又は支

払の期限が到来するものとして固定資産又は固定負債から振り替えられた流動

資産又は流動負債、引当金及び棚卸資産（貯蔵品を除く。）を除く。）とし、

支払資金残高は、当該流動資産と流動負債との差額とします。 

 

１２ 資金収支計算の方法（会計基準省令第１４条） 

（１）資金収支計算は、当該会計年度における支払資金の増加及び減少に基づいて

行うものとします。 

（２）資金収支計算を行うに当たっては、事業区分、拠点区分又はサービス区分ご

とに、複数の区分に共通する収入及び支出を合理的な基準に基づいて当該区分に

配分するものとします。 

 

１３ 資金収支計算書の区分（会計基準省令第１５条） 

資金収支計算書は、次に掲げる収支に区分するものとします。 

① 事業活動による収支 

② 施設整備等による収支 

③ その他の活動による収支 

 

１４ 資金収支計算書の構成（会計基準省令第１６条） 

（１）事業活動による収支には、経常的な事業活動による収入（受取利息配当金収

入を含む。）及び支出（支払利息支出を含む。）を記載し、事業活動による収支

の収入から支出を控除した額を事業活動資金収支差額として記載するものとしま

す。 
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（２）施設整備等による収支には、固定資産の取得に係る支出及び売却に係る収

入、施設整備等補助金収入、施設整備等寄附金収入、設備資金借入金収入、設備

資金借入金元金償還支出その他施設整備等に係る収入及び支出を記載し、施設整

備等による収支の収入から支出を控除した額を施設整備等資金収支差額として記

載するものとします。 

（３）その他の活動による収支には、長期運営資金の借入れ及び返済、積立資産の

積立て及び取崩し、投資有価証券の購入及び売却等資金の運用に係る収入（受取利

息配当金収入を除く。）及び支出（支払利息支出を除く。）並びに事業活動によ

る収支及び施設整備等による収支に属さない収入及び支出を記載し、その他の活

動による収支の収入から支出を控除した額をその他の活動資金収支差額として記

載するものとします。 

（４）資金収支計算書には、（１）の事業活動資金収支差額、（２）の施設整備等

資金収支差額及び（３）のその他の活動資金収支差額を合計した額を当期資金収

支差額合計として記載し、これに前期末支払資金残高を加算した額を当期末支払

資金残高として記載するものとします。 

（５）法人単位資金収支計算書及び拠点区分資金収支計算書には、当該会計年度の

決算の額を予算の額と対比して記載するものとします。 

（６）（５）の場合において、決算の額と予算の額とに著しい差異がある勘定科目

については、その理由を備考欄に記載するものとします。 

 

１５ 資金収支計算書の種類及び様式（会計基準省令第１７条） 

（１）法人単位資金収支計算書は、法人全体について表示するものとします。 

（２）資金収支内訳表及び事業区分資金収支内訳表は、事業区分の情報を表示する

ものとします。 

（３）拠点区分資金収支計算書は、拠点区分別の情報を表示するものとします。 

（４）（１）から（３）までの様式は、第１号第１様式から第４様式までのとおり

とします。 

 

１６ 資金収支計算書の勘定科目（会計基準省令第１８条） 

資金収支計算書に記載する勘定科目は、別表第一のとおりとなります。 

 

１７ 事業活動計算書の内容（会計基準省令第１９条） 

事業活動計算書は、当該会計年度における全ての純資産の増減の内容を明瞭

に表示するものでなければなりません。 

 

１８ 事業活動計算の方法（会計基準省令第２０条） 

（１）事業活動計算は、当該会計年度における純資産の増減に基づいて行うものと

します。 

（２）事業活動計算を行うに当たっては、事業区分、拠点区分又はサービス区分ご

とに、複数の区分に共通する収益及び費用を合理的な基準に基づいて当該区分に
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配分するものとします。 

 

１９ 事業活動計算書の区分（会計基準省令第２１条） 

事業活動計算書は、次に掲げる部に区分するものとします。  

（１）サービス活動増減の部 

（２）サービス活動外増減の部 

（３）特別増減の部 

（４）繰越活動増減差額の部 

 

２０ 事業活動計算書の構成（会計基準省令第２２条） 

（１）サービス活動増減の部には、サービス活動による収益及び費用を記載し、サ

ービス活動に掲げる部の収益から費用を控除した額をサービス活動増減差額とし

て記載するものとします。この場合において、サービス活動による費用には、減

価償却費等の控除項目として国庫補助金等特別積立金取崩額を含めるものとしま

す。 

（２）サービス活動外増減の部には、受取利息配当金収益、支払利息、有価証券売

却益、有価証券売却損その他サービス活動以外の原因による収益及び費用であっ

て経常的に発生するものを記載し、サービス活動外増減の部の収益から費用を控

除した額をサービス活動外増減差額として記載するものとします。 

（３）事業活動計算書には、（１）のサービス活動増減差額に（２）のサービス活

動外増減差額を加算した額を経常増減差額として記載するものとします。 

（４）特別増減の部には、６（１）の寄附金及び国庫補助金等の収益、基本金の組

入額、国庫補助金等特別積立金の積立額、固定資産売却等に係る損益その他の臨

時的な損益（金額が僅少なものを除く。）を記載し、特別増減の部の収益から費

用を控除した額を特別増減差額として記載するものとします。 

この場合において、国庫補助金等特別積立金を含む固定資産の売却損又は処

分損を記載する場合には、特別費用の控除項目として国庫補助金等特別積立金取

崩額を含めるものとします。 

（５）事業活動計算書には、（３）の経常増減差額に（４）の特別増減差額を加算

した額を当期活動増減差額として記載するものとします。 

（６）繰越活動増減差額の部には、前期繰越活動増減差額、基本金取崩額、その他

の積立金積立額及びその他の積立金取崩額を記載し、（５）の当期活動増減差額

にこれらの額を加減した額を次期繰越活動増減差額として記載するものとしま

す。 

 

２１ 事業活動計算書の種類及び様式（会計基準省令第２３条） 

（１）法人単位事業活動計算書は、法人全体について表示するものとします。  

（２）事業活動内訳表及び事業区分事業活動内訳表は、事業区分の情報を表示する

ものとします。 

（３）拠点区分事業活動計算書は、拠点区分別の情報を表示するものとします。 
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（４）（１）から（３）までの様式は、第２号第１様式から第４様式までのとおり

とします。 

 

２２ 事業活動計算書の勘定科目（会計基準省令第２４条） 

事業活動計算書に記載する勘定科目は、別表第２のとおりとします。 

 

２３ 貸借対照表の内容（会計基準省令第２５条） 

貸借対照表は、当該会計年度末現在における全ての資産、負債及び純資産の

状態を明瞭に表示するものでなければなりません。 

 

２４ 貸借対照表の区分（会計基準省令第２６条） 

（１）貸借対照表は、資産の部、負債の部及び純資産の部に区分し、更に資産の部

は流動資産及び固定資産に、負債の部は流動負債及び固定負債に区分しなければ

なりません。 

（２）純資産の部は、基本金、国庫補助金等特別積立金、その他の積立金及び次期

繰越活動増減差額に区分するものとします。 

 

２５ 貸借対照表の種類及び様式（会計基準省令第２７条） 

（１）法人単位貸借対照表は、法人全体について表示するものとします。 

（２）貸借対照表内訳表及び事業区分貸借対照表内訳表は、事業区分の情報を表示

するものとします。 

（３）拠点区分貸借対照表は、拠点区分別の情報を表示するものとします。 

（４）（１）から（３）までの様式は、第３号第１様式から第４様式までのとおり

します。 

 

２６ 貸借対照表の勘定科目（会計基準省令第２８条） 

貸借対照表に記載する勘定科目は、別表第３のとおりとすること。 

 

２７ 計算書類の注記（会計基準省令第２９条） 

（１）計算書類には、法人全体について次に掲げる事項を注記しなければなりません。 

① 会計年度の末日において、社会福祉法人が将来にわたって事業を継続すると

の前提（以下「継続事業の前提」という。）に重要な疑義を生じさせるような事

象又は状況が存在する場合であって、当該事象又は状況を解消し、又は改善する

ための対応をしてもなお継続事業の前提に関する重要な不確実性が認められる場

合には、継続事業の前提に関する事項 

② 資産の評価基準及び評価方法、固定資産の減価償却方法、引当金の計上基準

等計算書類の作成に関する重要な会計方針 

③ 重要な会計方針を変更した場合には、その旨、変更の理由及び当該変更によ

る影響額 

④ 法人で採用する退職給付制度 
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⑤ 法人が作成する計算書類並びに拠点区分及びサービス区分 

⑥ 基本財産の増減の内容及び金額 

⑦ 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取

崩しを行った場合には、その旨、その理由及び金額 

⑧ 担保に供している資産に関する事項 

⑨ 固定資産について減価償却累計額を直接控除した残額のみを記載した場合に

は、当該資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

⑩ 債権について徴収不能引当金を直接控除した残額のみを記載した場合には、

当該債権の金額、徴収不能引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高 

⑪ 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

⑫ 関連当事者との取引の内容に関する事項 

⑬ 重要な偶発債務 

⑭ 重要な後発事象 

⑮ その他社会福祉法人の資金収支及び純資産の増減の状況並びに資産、負債及

び純資産の状態を明らかにするために必要な事項 

（２）（１）⑫に規定する「関連当事者」とは、次に掲げる者をいいます。 

① 当該社会福祉法人の常勤の役員又は評議員として報酬を受けている者 

② ①に掲げる者の近親者 

③ ②に掲げる者が議決権の過半数を有している法人 

④ 支配法人（当該社会福祉法人の財務及び営業又は事業の方針の決定を支配し

ている他の法人、⑥において同じ） 

⑤ 被支配法人（当該社会福祉法人が財務及び営業又は事業の方針の決定を支配

している他の法人） 

⑥ 当該社会福祉法人と同一の支配法人をもつ法人 

（３）（２）④及び⑤に規定する「財務及び営業又は事業の方針の決定を支配して

いる」とは、評議員の総数に対する次に掲げる者の数の割合が１００分の５

０を超えることをいう。 

① 一の法人の役員（理事、監事、取締役、会計参与、監査役、執行役、その

他これらに準ずる者をいう。）又は評議員 

② 一の法人の職員 

（４）計算書類には、拠点区分ごとに（１）②から⑪まで、⑭及び⑮に掲げる事項

を注記しなければなりません。 

ただし、拠点区分の数が一の社会福祉法人については、拠点区分ごとに記載

する計算書類の注記を省略することができます。 

 

２８ 附属明細書（会計基準省令第３０条） 

（１）附属明細書は、当該会計年度における計算書類の内容を補足する重要な事 

項を表示しなければなりません。 

（２）社会福祉法人が作成しなければならない附属明細書は、次に掲げるとおりと

します。 



 

- 80 - 
 

なお、この場合において、①から⑦までに掲げる附属明細書にあっては法人

全体について、⑧から⑲までに掲げる附属明細書にあっては拠点区分ごとに作成

するものとします。 

① 借入金明細書 

② 寄附金収益明細書 

③ 補助金事業等収益明細書 

④ 事業区分間及び拠点区分間繰入金明細書 

⑤ 事業区分間及び拠点区分間貸付金（借入金）残高明細書 

⑥ 基本金明細書 

⑦ 国庫補助金等特別積立金明細書 

⑧ 基本財産及びその他の固定資産（有形・無形固定資産）の明細書 

⑨ 引当金明細書 

⑩ 拠点区分資金収支明細書 

⑪ 拠点区分事業活動明細書 

⑫ 積立金・積立資産明細書 

⑬ サービス区分間繰入金明細書 

⑭ サービス区分間貸付金（借入金）残高明細書 

⑮ 就労支援事業別事業活動明細書 

⑯ 就労支援事業製造原価明細書 

⑰ 就労支援事業販管費明細書 

⑱ 就労支援事業明細書 

⑲ 授産事業費用明細書 

（３）社会福祉法人は（２）の規定にかかわらず、厚生労働省社会・援護局長が定

めるところにより（２）の①から⑲までに掲げる附属明細書の作成を省略するこ

とができます。 

（４）（２）に掲げる附属明細書の様式は、「社会福祉法人会計基準の制定に伴う

会計処理等に関する運用上の取扱いについて（平成２８年３月３１日付け雇児発

０３３１第１５号・社援発０３３１第３９号・老発０３３１第４５号、厚生労働

省雇用均等・児童家庭局長、社会・援護局長、老健局長連名通知）」（最終改

正：平成３０年３月２０日）により定められています。 

 

２９ 財産目録の内容（会計基準省令第３１条） 

財産目録は、当該会計年度末現在（社会福祉法人成立の日における財産目録

は、当該社会福祉法人の成立の日）における全ての資産及び負債につき、その名

称、数量、金額等を詳細に表示するものとします。 

 

３０ 財産目録の区分（会計基準省令第３２条） 

財産目録は、貸借対照表の区分に準じて資産の部と負債の部とに区分して純

資産の額を表示するものとします。 
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３１ 財産目録の金額（会計基準省令第３３条） 

財産目録の金額は、貸借対照表に記載した金額と同一とします。 

 

３２ 財産目録の種類及び様式（会計基準省令第３４条） 

財産目録は、法人全体について表示するものとし、その様式は、「社会福祉

法人会計基準の制定に伴う会計処理等に関する運用上の取扱いについて（平成

２８年３月３１日付け雇児発０３３１第１５号・社援発０３３１第３９号・老

発０３３１第４５号、厚生労働省雇用均等・児童家庭局長、社会・援護局長、

老健局長連名通知）」（最終改正：平成３１年３月２９日）により定められて

います。 
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別表第一 資金収支計算書勘定科目（第十八条関係） 

収入の部 

事業活動による収入 

大区分 中区分 小区分 

介護保険事業収入 施設介護料収入 介護報酬収入 

利用者負担金収入（公費） 

利用者負担金収入（一般） 

居宅介護料収入    

（介護報酬収入） 介護報酬収入 

   介護予防報酬収入 

（利用者負担金収入） 介護負担金収入（公費） 

介護負担金収入（一般） 

介護予防負担金収入（公費） 

介護予防負担金収入（一般） 

地域密着型介護料収入    

（介護報酬収入） 介護報酬収入 

   介護予防報酬収入 

（利用者負担金収入） 介護負担金収入（公費） 

介護負担金収入（一般） 

介護予防負担金収入（公費） 

介護予防負担金収入（一般） 

居宅介護支援介護料収入 居宅介護支援介護料収入 

介護予防支援介護料収入 

介護予防・日常生活支援総

合事業収入 

事業費収入 

事業負担金収入（公費） 

事業負担金収入（一般） 

利用者等利用料収入 施設サービス利用料収入 

居宅介護サービス利用料収

入 

地域密着型介護サービス利

用料収入 

食費収入（公費） 

食費収入（一般） 

食費収入（特定） 
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居住費収入（公費） 

居住費収入（一般） 

居住費収入（特定） 

介護予防・日常生活支援総

合事業利用料収入 

その他の利用料収入 

その他の事業収入 補助金事業収入（公費） 

補助金事業収入（一般） 

市町村特別事業収入（公費） 

市町村特別事業収入（一般） 

受託事業収入（公費） 

受託事業収入（一般） 

その他の事業収入 

（保険等査定減）    

老人福祉事業収入 措置事業収入 事務費収入 

事業費収入 

その他の利用料収入 

その他の事業収入 

運営事業収入 管理費収入 

その他の利用料収入 

補助金事業収入（公費） 

補助金事業収入（一般） 

その他の事業収入 

その他の事業収入 管理費収入 

その他の利用料収入 

その他の事業収入 

児童福祉事業収入 措置費収入 事務費収入 

事業費収入 

私的契約利用料収入    

その他の事業収入 補助金事業収入（公費） 

補助金事業収入（一般） 

受託事業収入（公費） 

受託事業収入（一般） 

その他の事業収入 
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保育事業収入 施設型給付費収入 施設型給付費収入 

利用者負担金収入 

特例施設型給付費収入 特例施設型給付費収入 

利用者負担金収入 

地域型保育給付費収入 地域型保育給付費収入 

利用者負担金収入 

特例地域型保育給付費収入 特例地域型保育給付費収入 

利用者負担金収入 

委託費収入    

利用者等利用料収入 利用者等利用料収入（公費） 

利用者等利用料収入（一般） 

その他の利用料収入 

私的契約利用料収入    

その他の事業収入 補助金事業収入（公費） 

補助金事業収入（一般） 

受託事業収入（公費） 

受託事業収入（一般） 

その他の事業収入 

就労支援事業収入 （何）事業収入    

障害福祉サービス等事業収

入 

自立支援給付費収入 介護給付費収入 

特例介護給付費収入 

訓練等給付費収入 

特例訓練等給付費収入 

地域相談支援給付費収入 

特例地域相談支援給付費収

入 

計画相談支援給付費収入 

特例計画相談支援給付費収

入 

障害児施設給付費収入 障害児通所給付費収入 

特例障害児通所給付費収入 

障害児入所給付費収入 

障害児相談支援給付費収入 
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特例障害児相談支援給付費

収入 

利用者負担金収入    

補足給付費収入 特定障害者特別給付費収入 

特例特定障害者特別給付費

収入 

特定入所障害児食費等給付

費収入 

特定費用収入    

その他の事業収入 補助金事業収入（公費） 

補助金事業収入（一般） 

受託事業収入（公費） 

受託事業収入（一般） 

その他の事業収入 

（保険等査定減）    

生活保護事業収入 措置費収入 事務費収入 

事業費収入 

授産事業収入 （何）事業収入 

利用者負担金収入    

その他の事業収入 補助金事業収入（公費） 

補助金事業収入（一般） 

受託事業収入（公費） 

受託事業収入（一般） 

その他の事業収入 

医療事業収入 入院診療収入（公費）    

入院診療収入（一般）    

室料差額収入    

外来診療収入（公費）    

外来診療収入（一般）    

保健予防活動収入    

受託検査・施設利用収入    

訪問看護療養費収入（公費）    

訪問看護療養費収入（一般）    

訪問看護利用料収入 訪問看護基本利用料収入 
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訪問看護その他の利用料収

入 

その他の医療事業収入 補助金事業収入（公費） 

補助金事業収入（一般） 

受託事業収入（公費） 

受託事業収入（一般） 

その他の医療事業収入 

（保険等査定減）    

退職共済事業収入 事務費収入    

（何）事業収入 （何）事業収入    

その他の事業収入 補助金事業収入（公費） 

補助金事業収入（一般） 

受託事業収入（公費） 

受託事業収入（一般） 

その他の事業収入 

（何）収入 （何）収入    

借入金利息補助金収入       

経常経費寄附金収入       

受取利息配当金収入       

その他の収入 受入研修費収入    

利用者等外給食費収入    

雑収入    

流動資産評価益等による資

金増加額 

有価証券売却益    

有価証券評価益    

為替差益    

施設整備等による収入 

大区分 中区分 小区分 

施設整備等補助金収入 施設整備等補助金収入    

設備資金借入金元金償還補

助金収入 

   

施設整備等寄附金収入 施設整備等寄附金収入    

設備資金借入金元金償還寄

附金収入 

   

設備資金借入金収入       
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固定資産売却収入 車輌運搬具売却収入    

器具及び備品売却収入    

（何）売却収入    

その他の施設整備等による

収入 

（何）収入    

その他の活動による収入 

大区分 中区分 小区分 

長期運営資金借入金元金償

還寄附金収入 

      

長期運営資金借入金収入       

役員等長期借入金収入       

長期貸付金回収収入       

投資有価証券売却収入       

積立資産取崩収入 退職給付引当資産取崩収入    

長期預り金積立資産取崩収

入 

   

（何）積立資産取崩収入    

事業区分間長期借入金収入       

拠点区分間長期借入金収入       

事業区分間長期貸付金回収

収入 

      

拠点区分間長期貸付金回収

収入 

      

事業区分間繰入金収入       

拠点区分間繰入金収入       

サービス区分間繰入金収入       

その他の活動による収入 退職共済預り金収入    

退職共済事業管理資産取崩

収入 

   

（何）収入    
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支出の部 

事業活動による支出 

大区分 中区分 小区分 

人件費支出 役員報酬支出    

役員退職慰労金支出    

職員給料支出    

職員賞与支出    

非常勤職員給与支出    

派遣職員費支出    

退職給付支出    

法定福利費支出    

事業費支出 給食費支出    

介護用品費支出    

医薬品費支出    

診療・療養等材料費支出    

保健衛生費支出    

医療費支出    

被服費支出    

教養娯楽費支出    

日用品費支出    

保育材料費支出    

本人支給金支出    

水道光熱費支出    

燃料費支出    

消耗器具備品費支出    

保険料支出    

賃借料支出    

教育指導費支出    

就職支度費支出    

葬祭費支出    

車輌費支出    

管理費返還支出    

（何）費支出    

雑支出    



 

- 89 - 
 

事務費支出 福利厚生費支出    

職員被服費支出    

旅費交通費支出    

研修研究費支出    

事務消耗品費支出    

印刷製本費支出    

水道光熱費支出    

燃料費支出    

修繕費支出    

通信運搬費支出    

会議費支出    

広報費支出    

業務委託費支出    

手数料支出    

保険料支出    

賃借料支出    

土地・建物賃借料支出    

租税公課支出    

保守料支出    

渉外費支出    

諸会費支出    

（何）費支出    

雑支出    

就労支援事業支出 就労支援事業販売原価支出 就労支援事業製造原価支出 

就労支援事業仕入支出 

就労支援事業販管費支出    

授産事業支出 （何）事業支出    

退職共済事業支出 事務費支出    

（何）支出       

利用者負担軽減額       

支払利息支出       

その他の支出 利用者等外給食費支出    

雑支出    

有価証券売却損    
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流動資産評価損等による資

金減少額 

資産評価損 有価証券評価損 

（何）評価損 

為替差損    

徴収不能額    

施設整備等による支出 

大区分 中区分 小区分 

設備資金借入金元金償還支

出 

      

固定資産取得支出 土地取得支出    

建物取得支出    

車輌運搬具取得支出    

器具及び備品取得支出    

（何）取得支出    

固定資産除却・廃棄支出       

ファイナンス・リース債務の返

済支出 

      

その他の施設整備等による

支出 

（何）支出    

その他の活動による支出 

大区分 中区分 小区分 

長期運営資金借入金元金償

還支出 

      

役員等長期借入金元金償還

支出 

      

長期貸付金支出       

投資有価証券取得支出       

積立資産支出 退職給付引当資産支出    

長期預り金積立資産支出    

（何）積立資産支出    

事業区分間長期貸付金支出       

拠点区分間長期貸付金支出       

事業区分間長期借入金返済

支出 

      

拠点区分間長期借入金返済

支出 

      



 

- 91 - 
 

事業区分間繰入金支出       

拠点区分間繰入金支出       

サービス区分間繰入金支出       

その他の活動による支出 退職共済預り金返還支出    

退職共済事業管理資産支出    

（何）支出    
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別表第二 事業活動計算書勘定科目（第二十四条関係） 

収益の部 

サービス活動増減による収益 

大区分 中区分 小区分 

介護保険事業収益 施設介護料収益 介護報酬収益 

利用者負担金収益（公費） 

利用者負担金収益（一般） 

居宅介護料収益    

（介護報酬収益） 介護報酬収益 

   介護予防報酬収益 

（利用者負担金収益） 介護負担金収益（公費） 

介護負担金収益（一般） 

介護予防負担金収益（公費） 

介護予防負担金収益（一般） 

地域密着型介護料収益    

（介護報酬収益） 介護報酬収益 

   介護予防報酬収益 

（利用者負担金収益） 介護負担金収益（公費） 

介護負担金収益（一般） 

介護予防負担金収益（公費） 

介護予防負担金収益（一般） 

居宅介護支援介護料収益 居宅介護支援介護料収益 

介護予防支援介護料収益 

介護予防・日常生活支援総

合事業収益 

事業費収益 

事業負担金収益（公費） 

事業負担金収益（一般） 

利用者等利用料収益 施設サービス利用料収益 

居宅介護サービス利用料収

益 

地域密着型介護サービス利

用料収益 

食費収益（公費） 

食費収益（一般） 

食費収益（特定） 
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居住費収益（公費） 

居住費収益（一般） 

居住費収益（特定） 

介護予防・日常生活支援総

合事業利用料収益 

その他の利用料収益 

その他の事業収益 補助金事業収益（公費） 

補助金事業収益（一般） 

市町村特別事業収益（公費） 

市町村特別事業収益（一般） 

受託事業収益（公費） 

受託事業収益（一般） 

その他の事業収益 

（保険等査定減）    

老人福祉事業収益 措置事業収益 事務費収益 

事業費収益 

その他の利用料収益 

その他の事業収益 

運営事業収益 管理費収益 

その他の利用料収益 

補助金事業収益（公費） 

補助金事業収益（一般） 

その他の事業収益 

その他の事業収益 管理費収益 

その他の利用料収益 

その他の事業収益 

児童福祉事業収益 措置費収益 事務費収益 

事業費収益 

私的契約利用料収益    

その他の事業収益 補助金事業収益（公費） 

補助金事業収益（一般） 

受託事業収益（公費） 

受託事業収益（一般） 

その他の事業収益 
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保育事業収益 施設型給付費収益 施設型給付費収益 

利用者負担金収益 

特例施設型給付費収益 特例施設型給付費収益 

利用者負担金収益 

地域型保育給付費収益 地域型保育給付費収益 

利用者負担金収益 

特例地域型保育給付費収益 特例地域型保育給付費収益 

利用者負担金収益 

委託費収益    

利用者等利用料収益 利用者等利用料収益（公費） 

利用者等利用料収益（一般） 

その他の利用料収益 

私的契約利用料収益    

その他の事業収益 補助金事業収益（公費） 

補助金事業収益（一般） 

受託事業収益（公費） 

受託事業収益（一般） 

その他の事業収益 

就労支援事業収益 （何）事業収益    

障害福祉サービス等事業収

益 

自立支援給付費収益 介護給付費収益 

特例介護給付費収益 

訓練等給付費収益 

特例訓練等給付費収益 

地域相談支援給付費収益 

特例地域相談支援給付費収

益 

計画相談支援給付費収益 

特例計画相談支援給付費収

益 

障害児施設給付費収益 障害児通所給付費収益 

特例障害児通所給付費収益 

障害児入所給付費収益 

障害児相談支援給付費収益 
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特例障害児相談支援給付費

収益 

利用者負担金収益    

補足給付費収益 特定障害者特別給付費収益 

特例特定障害者特別給付費

収益 

特定入所障害児食費等給付

費収益 

特定費用収益    

その他の事業収益 補助金事業収益（公費） 

補助金事業収益（一般） 

受託事業収益（公費） 

受託事業収益（一般） 

その他の事業収益 

（保険等査定減）    

生活保護事業収益 措置費収益 事務費収益 

事業費収益 

授産事業収益 （何）事業収益 

利用者負担金収益    

その他の事業収益 補助金事業収益（公費） 

補助金事業収益（一般） 

受託事業収益（公費） 

受託事業収益（一般） 

その他の事業収益 

医療事業収益 入院診療収益（公費）    

入院診療収益（一般）    

室料差額収益    

外来診療収益（公費）    

外来診療収益（一般）    

保健予防活動収益    

受託検査・施設利用収益    

訪問看護療養費収益（公費）    

訪問看護療養費収益（一般）    

訪問看護利用料収益 訪問看護基本利用料収益 
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訪問看護その他の利用料収

益 

その他の医療事業収益 補助金事業収益（公費） 

補助金事業収益（一般） 

受託事業収益（公費） 

受託事業収益（一般） 

その他の医業収益 

（保険等査定減）    

退職共済事業収益 事務費収益    

（何）事業収益 （何）事業収益    

その他の事業収益 補助金事業収益（公費） 

補助金事業収益（一般） 

受託事業収益（公費） 

受託事業収益（一般） 

その他の事業収益 

（何）収益 （何）収益    

経常経費寄附金収益       

その他の収益       

サービス活動外増減による収益 

大区分 中区分 小区分 

借入金利息補助金収益       

受取利息配当金収益       

有価証券評価益       

有価証券売却益       

基本財産評価益       

投資有価証券評価益       

投資有価証券売却益       

積立資産評価益       

その他のサービス活動外収

益 

受入研修費収益    

利用者等外給食収益    

為替差益    

退職共済事業管理資産評価

益 

   

退職共済預り金戻入額    
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雑収益    

特別増減による収益 

大区分 中区分 小区分 

施設整備等補助金収益 施設整備等補助金収益    

設備資金借入金元金償還補

助金収益 

   

施設整備等寄附金収益 施設整備等寄附金収益    

設備資金借入金元金償還寄

附金収益 

   

長期運営資金借入金元金償

還寄附金収益 

      

固定資産受贈額 （何）受贈額    

固定資産売却益 車輌運搬具売却益    

器具及び備品売却益    

（何）売却益    

事業区分間繰入金収益       

拠点区分間繰入金収益       

事業区分間固定資産移管収

益 

      

拠点区分間固定資産移管収

益 

      

その他の特別収益 徴収不能引当金戻入益    
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費用の部 

サービス活動増減による費用 

大区分 中区分 小区分 

人件費 役員報酬    

役員退職慰労金    

役員退職慰労引当金繰入    

職員給料    

職員賞与    

賞与引当金繰入    

非常勤職員給与    

派遣職員費    

退職給付費用    

法定福利費    

事業費 給食費    

介護用品費    

医薬品費    

診療・療養等材料費    

保健衛生費    

医療費    

被服費    

教養娯楽費    

日用品費    

保育材料費    

本人支給金    

水道光熱費    

燃料費    

消耗器具備品費    

保険料    

賃借料    

教育指導費    

就職支度費    

葬祭費    

車輌費    

棚卸資産評価損    
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（何）費    

雑費    

事務費 福利厚生費    

職員被服費    

旅費交通費    

研修研究費    

事務消耗品費    

印刷製本費    

水道光熱費    

燃料費    

修繕費    

通信運搬費    

会議費    

広報費    

業務委託費    

手数料    

保険料    

賃借料    

土地・建物賃借料    

租税公課    

保守料    

渉外費    

諸会費    

（何）費    

雑費    

就労支援事業費用 就労支援事業販売原価 期首製品（商品）棚卸高 

当期就労支援事業製造原価 

当期就労支援事業仕入高 

期末製品（商品）棚卸高 

就労支援事業販管費    

授産事業費用 （何）事業費    

退職共済事業費用 事務費    

（何）費用       

利用者負担軽減額       
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減価償却費       

国庫補助金等特別積立金取

崩額 

      

徴収不能額       

徴収不能引当金繰入       

その他の費用       

サービス活動外増減による費用 

大区分 中区分 小区分 

支払利息       

有価証券評価損       

有価証券売却損       

基本財産評価損       

投資有価証券評価損       

投資有価証券売却損       

積立資産評価損       

その他のサービス活動外費

用 

利用者等外給食費    

為替差損    

退職共済事業管理資産評価

損 

   

退職共済預り金繰入額    

雑損失    

特別増減による費用 

大区分 中区分 小区分 

基本金組入額       

資産評価損       

固定資産売却損・処分損 建物売却損・処分損    

車輌運搬具売却損・処分損    

器具及び備品売却損・処分

損 

   

その他の固定資産売却損・

処分損 

   

国庫補助金等特別積立金取

崩額（除却等） 
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国庫補助金等特別積立金積

立額 

      

災害損失       

事業区分間繰入金費用       

拠点区分間繰入金費用       

事業区分間固定資産移管費

用 

      

拠点区分間固定資産移管費

用 

      

その他の特別損失       

 

繰越活動増減差額の部 

大区分 中区分 小区分 

前期繰越活動増減差額       

当期末繰越活動増減差額       

基本金取崩額       

その他の積立金取崩額 （何）積立金取崩額    

その他の積立金積立額 （何）積立金積立額    

次期繰越活動増減差額       
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別表第三 貸借対照表勘定科目（第二十八条関係） 

資産の部 

大区分 中区分 小区分 

流動資産 現金預金 

有価証券 

事業未収金 

未収金 

未収補助金 

未収収益 

受取手形 

貯蔵品 

医薬品 

診療・療養費等材料 

給食用材料 

商品・製品 

仕掛品 

原材料 

立替金 

前払金 

前払費用 

１年以内回収予定長期貸付金 

１年以内回収予定事業区分間

長期貸付金 
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１年以内回収予定拠点区分間

長期貸付金 

短期貸付金 

事業区分間貸付金 

拠点区分間貸付金 

仮払金 

その他の流動資産 

徴収不能引当金 

固定資産       

（基本財産）       

   土地 

建物 

建物減価償却累計額 

定期預金 

投資有価証券 

   

（その他の固定資産）       

   土地 

建物 

構築物 

機械及び装置 

車輌運搬具 

器具及び備品 

建設仮勘定 

有形リース資産 
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（何）減価償却累計額 

権利 

ソフトウェア 

無形リース資産 

投資有価証券 

長期貸付金 

事業区分間長期貸付金 

拠点区分間長期貸付金 

退職給付引当資産 

長期預り金積立資産 

退職共済事業管理資産 

（何）積立資産 

差入保証金 

長期前払費用 

その他の固定資産 

徴収不能引当金 

負債の部 

大区分 中区分 小区分 

流動負債 短期運営資金借入金 

事業未払金 

その他の未払金 

支払手形 

役員等短期借入金 
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１年以内返済予定設備資金借

入金 

１年以内返済予定長期運営資

金借入金 

１年以内返済予定リース債務 

１年以内返済予定役員等長期

借入金 

１年以内返済予定事業区分間

長期借入金 

１年以内返済予定拠点区分間

長期借入金 

１年以内支払予定長期未払金 

未払費用 

預り金 

職員預り金 

前受金 

前受収益 

事業区分間借入金 

拠点区分間借入金 

仮受金 

賞与引当金 

その他の流動負債 

固定負債 設備資金借入金 

長期運営資金借入金 
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リース債務 

役員等長期借入金 

事業区分間長期借入金 

拠点区分間長期借入金 

退職給付引当金 

役員退職慰労引当金 

長期未払金 

長期預り金 

退職共済預り金 

その他の固定負債 

純資産の部 

大区分 中区分 小区分 

基本金 

国庫補助金等特別積

立金 

      

その他の積立金 （何）積立金    

次期繰越活動増減差

額 

（うち当期活動増減差

額） 

      

 

  



 

- 107 - 
 

 



 

- 108 - 
 

 

 



 

- 109 - 
 

 

  



 

- 110 - 
 

 

  



 

- 111 - 
 

 

  



 

- 112 - 
 

 

  



 

- 113 - 
 

 

  



 

- 114 - 
 

 

  



 

- 115 - 
 

 

  



 

- 116 - 
 

 

  



 

- 117 - 
 

 

  



 

- 118 - 
 

 

  



 

- 119 - 
 

 

  



 

- 120 - 
 

 

  



 

- 121 - 
 

 

  



 

- 122 - 
 

 

  



 

- 123 - 
 

 

  



 

- 124 - 
 

 

  



 

- 125 - 
 

 

  



 

- 126 - 
 

 

  



 

- 127 - 
 

 

  



 

- 128 - 
 

 

  



 

- 129 - 
 

 

  



 

- 130 - 
 

 

  



 

- 131 - 
 

 

  



 

- 132 - 
 

 

  



 

- 133 - 
 

 

  



 

- 134 - 
 

 

  



 

- 135 - 
 

 

  



 

- 136 - 
 

 

  



 

- 137 - 
 

 

  



 

- 138 - 
 

 

  



 

- 139 - 
 

 

  



 

- 140 - 
 

 

  



 

- 141 - 
 

 

  



 

- 142 - 
 

 

  



 

- 143 - 
 

 

  



 

- 144 - 
 

 

  



 

- 145 - 
 

 

  



 

- 146 - 
 

 

  



 

- 147 - 
 

 

  



 

- 148 - 
 

 

  



 

- 149 - 
 

 

  



 

- 150 - 
 

 

  



 

- 151 - 
 

 

  



 

- 152 - 
 

 

  



 

- 153 - 
 

 

  



 

- 154 - 
 

 

  



 

- 155 - 
 

 

  



 

- 156 - 
 

 

  



 

- 157 - 
 

 

 


